
平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ２ 日 

 

第１回国立市財政改革審議会 参考資料 

 

■平成２２年度決算状況 

■市報平成２３年４月５日号記事 

「新しい「財政白書 2010」から財政状況についてお知らせします」 

■市報平成２３年９月２０日号記事 

「国立市の財政を考える秋（前編）」 

■市報平成２３年１１月５日号記事 

「国立市の財政を考える秋（後編）」 

■２６市別 国民健康保険特別会計に対する一般会計からの赤字補てん 

■２６市別 下水道事業特別会計に対する一般会計からの繰出金 

■２６市別財政調整基金残高調べ 

■「三位一体の改革」の国立市への影響額 

 



団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円 一財等　千円

10,495,610 千円 14,169,097 54.9 88.8 19.1 4,350,980 4,337,313 28.4  (29.7)

10,293,679 千円 133,053 0.5 0.9 11.2 2,476,262 2,473,838 16.2  (17.0)

14,889,218 千円 103,066 0.4 0.7 25.9 2,027,532 2,025,299 13.2  (13.9)

1,115,493 千円 38,770 0.2 0.3 6.9 1,749,554 1,749,554 11.4  (12.0)

1.043 11,854 0.0 0.1 6.9 1,749,403 1,749,403 11.4  (12.0)

 (0.981) 767,208 3.0 5.2 0.0 151 151 0.0  (0.0)

2.4 ％ 0 0.0 0.0 51.9 8,128,066 8,112,166 53.1  (55.6)

98.0 ％ 0 0.0 0.0 12.6 2,482,146 2,191,851 14.3  (15.0)

6.9 ％ 78,950 0.3 0.5 0.5 117,276 113,278 0.7  (0.8)

6.8 ％ 111,601 0.4 0.8 10.6 2,243,541 1,888,859 12.4  (12.9)

9.8 ％ 313,888 1.2 1.4 0.9 205,272

96.4 ％ 普 通 201,931 0.8 1.4 0.1 0 0 0.0  (0.0)

106.3 ％ 特 別 111,957 0.4 14.9 3,592,476 2,434,525 15.9  (16.7)

15,827,961 千円 12,025 0.1 0.1

4．べき財源 　　　 Ｄ 11,373,162 千円 0 0.0 0.0 8.7 734,227 経常経費充当一財等計

千円 15,739,512 61.0 98.8 0.2 50,059 千円

164,762 0.6 0.0 8.7 734,227

3,507,338 千円 408,210 1.6 1.2 補 助 3.5 83,323 歳入一般財源等総額

 (1,203,806) 168,271 0.7 0.0 単 独 3.8 582,855 千円

16,287,466 千円 3,190,465 12.4 そ の 他 1.2 68,049

132.9 ％ 3,438,702 13.3 0.0

451,200 千円 38,457 0.1 0.0 0.0

602,059 千円 19,904 0.1 100.2 17,503,004

― 千円 675,807 2.6

312,733 1.2

－　（12.79） ％ 385,193 1.5 0.0

－　（17.79） ％ 1,275,000 4.9

実質赤字比率 諸 収 入 2,346

連結実質赤字比率 地 方 債

25,425,881

収益事業収入 繰 入 金  (101.0)

健全化判断比率　　　※（ ）書きは早期健全化基準 繰 越 金

減税補てん及び臨時財政対策債
を経常一般財源等から除いた経
常収支比率

失業対策事業費

106,151 384,189
積立基金取崩額 寄 附 金 合 計

9．積立金取崩額　　Ｉ 100,000 0 土地開発基金現在高 財 産 収 入 0

10.実質単年度収支　Ｊ
   （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

306,227

8．繰上償還額　　　Ｈ 0 205,466 実質債務残高比率　（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 都 支 出 金 災害復旧事業費

7．積立金　　　　　Ｇ 152,586 135,451 実質的将来財政負担額　Ｂ＋Ｃ－Ｄ 国 庫 支 出 金

43,272 （うち財政調整基金） 手 数 料 0 967,052 17,894,139

2,175,633

6．単年度収支　　　Ｆ
ア－イ 積立金現在高　　　　Ｄ 使 用 料 168,179 902,354

53,565

14,419,148 う ち 人 件 費 50,059 14,740,679

356,035 302,470 分担金・負担金 0

内

訳

普通建設事業費

5．実質収支　　　  Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ 債務負担行為翌年度
以降支出予定額　　Ｃ

3,966,843
小 計

前年度繰上充用金

債務負担行為限度額 国有提供施設交付金 0 投 資 的 経 費 2,175,633

現債高倍率    B/A 繰 出 金 3,780,617

4．翌年度へ繰り越す
35,100 10,263

地方債現在高　　　 B 交通安全対策特別交付金 12,025

積 立 金 228,664

3．歳入歳出差引額  Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ）

391,135 312,733
経常収支比率 201,931 投資・出資・貸付金 25,000

2．歳出総額　　　　Ｂ 25,425,881 25,617,481 公債費負担比率 地 方 交 付 税 201,931

維 持 補 修 費 118,051

1．歳入総額　　　　Ａ 25,817,016 25,930,214 起債制限比率 地方特例交付金等 111,601 補 助 費 等 2,707,460

決算収支の状況（千円） 平成22年度 平成21年度 公債費比率 自動車取得税交付金 78,950

小 計 13,181,818

23.3.31　　　14,215人 経常一般財源比率 特別地方消費税交付金 0 物 件 費 3,208,638

（参考）    　　65歳以上人口
面積 8.15k㎡

実質収支比率 ゴルフ場利用税交付金 0

元 利 償 還 金 1,749,403

地方消費税交付金 767,208 一時借入金利子 151

6,578,740

対前年増減率　　　0.1％ 臨時財政対策債発行可能額 配 当 割 交 付 金 38,770 公 債 費 1,749,554
住
民
基
本
台
帳

23.3.31　　　72,956人 標準財政規模 　　Ａ 利 子 割 交 付 金 103,066 扶 助 費

 財政力指数（単年度）
株式等譲渡所得割交付金 11,854

増減率（22／17）年　　　3.9％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 133,053 う ち 職 員 給 2,844,175

％

国
調

22年　　　　  75,510人

過疎　広域行政圏
山村　首都
離島　近郊整備
不交付 既成市街地

〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

　東京都後期高齢者
　医療広域連合

基準財政需要額 地 方 税 12,960,690 人 件 費 4,853,524

経常一般財源等
区 分

決 算 額 経常収支比率

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指　　　数　　　等 千円 千円

平成22年度
決算状況

132152 市町村類型 Ⅱ-3 歳 入 性 質 別 歳 出

国立市 22年度交付税種地区分 Ⅱ-9
区 分

％ , ,

4.1（ 25.0） ％ 0.0

26.5（350.0） ％  (700,000) 2.7

　（23.4.１現在）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比
千円 ％ ％ 千円 ％

395 17.4.1 950,000 個人分 6,587,752 46.5 △ 4.9 301,001 1.2

19 17.4.1 815,000 法人分 594,530 4.2 10.2 2,622,720 10.3

17.4.1 750,000 5,378,206 38.0 1.5 11,257,933 44.3

31,250 0.2 0.0 2,137,319 8.4

議 長 8.12.1 575,000 368,952 2.6 7.2 206,286 0.8

395 副 議 長 8.12.1 515,000 0 0.0 40,592 0.2

議 員 8.12.1 490,000 0 0.0 166,741 0.7

0 0.0 3,012,801 11.8

職員数 12,535 世帯 1,208,407 8.5 0.0 1,051,137 4.1

人 20,552 人 入 湯 税 0 0.0 2,879,797 11.3

1,087,073 9 533 人 事 業 所 税 0 0.0 0.0

0 ― 2.6 ％ 都市計画税 1,208,407 8.5 0.0 1,749,554 6.9

656,927 13 117,320 円 0 0.0 0.0

0 2 71,555 円 14,169,097 100.0 △ 1.2 0 0.0

116,770 2 318,487 円 平成22年度大規模事業（単位：百万円） 25,425,881 100.0

無 1,484,231 11 1,488,048 千円 現年課税分 滞納繰越分

4,388,284 千円 ％ ％

8,536 千円 98.8 42.6

860,901 千円  (98.8)  (42.6)

1,478 千円 98.5 43.7

372,127 千円 99.1 40.8

90.9 32.9国勢調査：36百万 国民健康保険税（料） 77.1

徴

収

率

区 分

653

保育所施設整備事業（私立保育園改築補助）：196百万  (96.9)

前期高齢者納付金等 JR矢川駅バリアフリー化事業：188百万 市 民 税 96.1

介護給付費納付金 緊急雇用創出事業：48百万 純固定資産税 97.5

合 計

保険給付費 小中学校校舎・屋内運動場耐震補強等大規模改修工事：810百万 ％

老人保健拠出金 土地開発公社長期保有土地買戻事業：395百万 市 税 合 計
（徴収猶予分除く）

96.9

後期高齢者支援金等
法
人

税
割

下 水 道 事 業 42,557 保険税（料） 個
　
人

均
等
割

36,456

子ども手当支給事業：1,126百万

前 年 度繰 上充 用金

後 期 高 齢 者 医 療 21,366 被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数 合 計 17,503,004

介護保険（介護サービス事業勘定) 0 被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,215,216

1,749,554

介護保険（保険事業勘定) 27,588 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税 諸 支 出 金

老 人 保 健 医 療 1,145 退職者医療制度加入率　B/A×100 公 債 費

2,080,906

国民健康保険（事業勘定) 41,556 うち退職者被保険者等　Ｂ 災 害 復 旧 費

消 防 費 828,346

千円 被保険者数　　　　　Ａ 教 育 費

土 木 費 2,533,322

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額 普通会計から
の繰入金

　　　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税

特別土地保有税 商 工 費 124,224

議員数　24人 法 定 外 普 通 税

労 働 費 142,461

合 計 127,309 322,300 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 38,914

衛 生 費 1,759,300

臨 時 職 員
議

会

市町村たばこ税 339,872

消 防 職 員 軽 自 動 車 税 30,687

2,344,553

教 育 公 務 員 教 育 長 固 定 資 産 税 5,104,369 民 生 費 5,600,519

議 会 費 300,905

う ち 技 能 労 務 職 7,661 403,200 副 市 長 459,383 38,830 総 務 費

一 般 職 員 127,309 322,300 市 長 市
民

税
6,280,905

１人当たり平均給料
（報酬）月額 円

区 分
基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額

区 分
充当一般財源等

千円 千円 千円

100.0

   特 別 職 等 （23.4.1現在） 市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
職員数
Ａ　人

４月分給料支払
総額 B 千円

1人当たり支給月額
B/Ａ 円

区 分
改 訂 実 施
年 月 日

実質公債費比率 （うち減税補てん債）

将来負担比率 （うち臨時財政対策債）

合　　計 25,817,016 100.0 14,589,673
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・
収
支
の
状
況
か
ら

　

地
方
自
治
法
に
よ
り
、
地
方
自

治
体
の
支
出
は
そ
の
年
度
の
歳
入

を
も
っ
て 
充 
て
な
け
れ
ば
な
ら
な

あ

い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
実

態
と
し
て
は
収
入
の
中
に
、
過
去

財
政
状
況
の
推
移
か

財
政
状
況
の
推
移
か
らら

に
積
み
立
て
た
貯
金
か
ら
の
取
り

崩
し
や
、
借
金
を
し
て
財
源
調
達

し
た
額
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
こ

れ
ら
の
額
を
支
払
い
に
充
て
る
こ

と
で
収
入
不
足
を
補
っ
て
い
る
の

が
現
状
で
す
。

　

こ
の
考
え
方
か
ら
、
貯
金
の
取

り
崩
し
や
、
何
ら
か
の
事
業
を
目

的
と
し
な
い
資
金
繰
り
の
た
め
の

借
金
を
赤
字
要
素
と
し
て
扱
い
、

黒
字
額
か
ら
差
し
引
く
と
、
２
０

０
９（
平
成　

）年
度
に
お
い
て
も

２１

５
億
５
千
万
円
程
度
の
赤
字
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
こ
何
年
も
同
じ

状
態
が
続
い
て
お
り
、
特
に
資
金

繰
り
の
た
め
の
借
金
は
、
資
産
の

増
加
に
つ
な
が
ら
な
い
も
の
で
あ

る
た
め
、
将
来
世
代
に
ツ
ケ
を
回

し
て
い
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
態
が
単
年
度
だ
け

で
あ
れ
ば
、
臨
時
的
な
問
題
と
し

て
捉
え
る
こ
と
も
で
き
ま
す
が
、

常
態
化
し
て
い
る
場
合
、
財
政
の

継
続
性
か
ら
何
ら
か
の
手
を
打
つ

必
要
が
生
じ
ま
す
。

・
財
政
収
支
の
バ
ラ
ン
ス
に 

　

つ
い
て

　

国
立
市
の
経
常
収
支
比
率（
注

１
）は
高
い
値
で
推
移
し
て
い
ま

す
。
同
年
度
決
算
で
は　

・
０
％

１０２

（
赤
字
地
方
債
を
分
母
の
収
入
に

算
入
し
な
い
場
合
。
詳
細
に
つ
い

て
は
財
政
白
書
を
参
照
）と
な
り
、

行
政
運
営
に
必
要
な
「
弾
力
性
の

確
保
」
が
図
ら
れ
て
い
な
い
状
況

で
す
。

　

経
常
収
支
比
率
が　

％
を
超
え

１００

る
と
い
う
こ
と
は
、
経
常
的
な
収

入
で
経
常
的
な
支
出
を
ま
か
な
え

て
い
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。
経

常
的
な
事
業
で
財
源
不
足
が
生
じ

て
お
り
、
新
た
な
事
業
へ
の
財
源

が
不
足
し
て
い
る
状
態
で
、
バ
ラ

ン
ス
改
善
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま

す
。

・
歳
出
の
推
移
か
ら 

　
（
図
表
１
参
照
）

　

自
治
体
の
歳
出
の
う
ち
、
人
件

費
・
扶
助
費
・
公
債
費
を
義
務
的

経
費
と
言
い
、
固
定
的
な
経
費
と

し
て
支
出
し
な
く
て
は
い
け
な
い

費
用
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
特
別

会
計
へ
の
支
出（
繰
出
金
）を
加
え

た
額
の
推
移
を
確
認
す
る
と
、
こ

こ　

年
間
で
、
右
肩
上
が
り
に
増

１５
え
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

１
９
９
４（
平
成
６
）年
度
に　

億
１１３

９
千
万
円
だ
っ
た
額
は
、
２
０
０

９（
平
成　

）年
度
に
は　

億
２
千

２１

１６１

万
円
と　

・
５
％
も
増
え
て
い
ま

４１

す
。
特
に
扶
助
費
、
繰
出
金
の
伸

び
は
大
き
く
、
扶
助
費
は　

億
６

２６

千
万
円
か
ら　

億
円
と　

・
５
％

５３

９９

増
、
繰
出
金
は　

億
３
千
万
円
か

２１

ら　

億
１
千
万
円
と　

・
９
％
増

３８

７８

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

繰
出
金
で
は
特
に
、
収
入
が
不

足
す
る
場
合
に
補
填
す
る
赤
字
繰

出
が
多
額
に
上
っ
て
い
ま
す
。
扶

助
費
は
今
後
も
伸
び
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
対
応

が
必
要
な
状
況
に
あ
り
ま
す
。

 
・
収
入
の
比
較
か
ら 

　
（
図
表
２
参
照
）

　

住
民
基
本
台
帳
人
口
１
人
当
た

り
の
市
税
収
入
は
、
武
蔵
野
市
が

突
出
し
て
１
番
で　

万
９
千　

２６

２３６

円
、
国
立
市
は　

万
６
千　

円
で

１９

８１５

６
番
目
で
す
。
市
税
の
う
ち
、
個

人
市
民
税
は
９
万
５
千　

円
で
３

１０

番
目
、
法
人
市
民
税
が　

番
目
、

１０

固
定
資
産
税
が
８
番
目
で
す
。
税

額
で
最
も
多
い
個
人
市
民
税
が
高

位
に
あ
る
こ
と
が
、
順
位
を
上
げ

る
こ
と
に
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
収
入
の　

市
平
均
が　

万

２６

１７

１
千　

円
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
国

８３７

立
市
は
市
税
を
中
心
と
し
た
財
政

運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
自
治

体
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。
国
立
市

に
と
っ
て
は
経
常
的
に
収
入
さ
れ

る
額
の
ほ
と
ん
ど
が
市
税
収
入

で
、
個
人
市
民
税
と
固
定
資
産
税

を
中
心
と
し
て
い
ま
す
。
市
税
収

入
の
動
向
に
よ
り
、
財
政
状
況
が

２
０
０

２
０
０
９９（
平
成

（
平
成　

））年年
２１２１

度
決
算
額
の
多

度
決
算
額
の
多
摩摩　
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比
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図表２　住民基本台帳人口1人当たり市税の26市比較
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図表３　住民基本台帳人口1人当たり繰出金の26市比較

26
市
内
類
団
平
均

と
比
較
す
る
と
、
そ
の
負
担
の
重

さ
が
わ
か
り
ま
す
。

・
目
的
別
歳
出
の
比
較
か
ら

　

目
的
別
歳
出
と
は
、
経
費
を
行

政
目
的
に
応
じ
て
区
分
し
た
も
の

で
、
総
務
費
や
民
生
費
と
い
っ
た

分
類
を
言
い
ま
す
。
目
的
別
歳
出

の
住
民
基
本
台
帳
人
口
１
人
当
た

り
の
比
較
で
は
、
他
市
に
比
べ
、

議
会
費
が
高
い
値
で
、
２
番
目
に

多
い
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
議
員

１
人
当
た
り
の
人
口
が
少
な
い

点
、
報
酬
が
高
い
点
に
よ
り
、
順

位
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
総
務

費
や
民
生
費
な
ど
、
他
の
分
類
は

　

市
の
中
で
突
出
し
た
も
の
は
あ

２６り
ま
せ
ん
。

図表１　義務的経費・繰出金歳出額の推移
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大
き
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左
右
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れ
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と
に
な
り

ま
す
。

・
性
質
別
歳
出
の
比
較
か
ら 

　
（
図
表
３
参
照
）

　

性
質
別
歳
出
と
は
、
人
件
費
や

扶
助
費
と
い
っ
た
よ
う
に
歳
出
を

横
断
的
に
捉
え
た
分
類
を
言
い
ま

す
。
性
質
別
歳
出
の
住
民
基
本
台

帳
人
口
１
人
当
た
り
の
比
較
で

は
、
他
市
に
比
べ
、
人
件
費
と
繰

出
金
が
高
い
値
で
す
。
人
件
費
は

３
番
目
、繰
出
金
は
１
番
目
で
す
。

人
件
費
に
は
退
職
手
当
が
含
ま
れ

て
い
る
た
め
、
年
度
に
よ
っ
て
大

き
く
増
減
が
あ
り
ま
す
。
特
別
会

計
へ
の
支
出
で
あ
る
繰
出
金
は
多

摩　

市
の
１
番
で
５
万
２
千　

円

２６

２３１

で
す
。　

市
平
均
３
万
５
千　

円

２６

３８５

　
『
財
政
白
書
２
０
１

０
』の
全
文
は
、ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い

る
ほ
か
、
公
民
館
・
中

央
図
書
館
・
北
市
民
プ

ラ
ザ
・
南
市
民
プ
ラ
ザ
・

市
役
所
情
報
公
開
コ
ー

ナ
ー
・
市
役
所
２
階
政

策
経
営
課
で
閲
覧
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

市
の
継
続
的
な
施
策
展
開
の
た

め
に
、
財
政
状
況
に
つ
い
て
誰
も

が
考
え
な
く
て
は
な
ら
な
い
状
況

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
状
況
を
考
え
る
た
め
に
、

「
財
政
白
書
２
０
１
０
」
を
作
成

し
ま
し
た
。
経
年
変
化
と
多
摩　
２６

市
と
の
比
較
か
ら
国
立
市
の
特
徴

を
捉
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
内

容
の
一
部
を
紹
介
し
、
財
政
問
題

に
つ
い
て
考
え
て
い
き
ま
す
。

政
策
経
営
課
財
政
係

 　

こ
の
よ
う
に
国
立
市
の
財
政
状

況
を
み
て
い
く
中
で
は
、
今
後
も

厳
し
い
財
政
運
営
が
予
想
さ
れ
ま

す
。更
な
る
行
財
政
の
健
全
化（
歳

入
・
歳
出
バ
ラ
ン
ス
不
均
衡
の
改

善
）が
必
要
で
す
。
そ
の
た
め
、国

立
市
で
は
、
行
財
政
健
全
化
の
た

め
の
取
組
項
目
を
ま
と
め
た
「
次

世
代
の
た
め
の
国
立
市
行
財
政
健

全
化
プ
ラ
ン
２
０
１
５
」
を
現
在

策
定
中
で
す
。
引
き
続
き
、
さ
ま

ざ
ま
な
取
り
組
み
を
実
施
す
る
中

で
、
財
政
の
健
全
化
を
図
っ
て
ま

い
り
ま
す
。

終
わ
り

終
わ
り
にに

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
額
と
の
比
を

表
す
指
標
で
、
市
財
政
の
バ
ラ
ン

ス
を
測
る
指
標
で
す
。
都
市
部
に

お
い
て
は　

％
程
度
が
妥
当（
理

７５

想
的
）な
数
値
と
言
わ
れ
て
い
ま

し
た
が
、
平
成　

年
度
決
算
で
も

２１

多
摩　

市
の
平
均
は　

・
０
％
と

２６

９６

高
い
率
に
な
っ
て
い
ま
す
。

注
２　

類
団（
類
似
団
体
）と
は
、

「
人
口
」
と
「
産
業
構
造
」
を
も

と
に
市
町
村
を
類
型
化
し
た
も
の

で
、
同
じ
類
型
の
団
体
と
比
較
す

る
こ
と
に
よ
り
、
市
の
財
政
状
況

を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

国
立
市
は
「
Ⅱ
倆
３
」
と
い
う
類

型
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
多

摩　

市
の
う
ち
で
国
立
市
と
同
じ

２６
位
置
づ
け
の
市
は
、
福
生
市
、
狛

江
市
、
東
大
和
市
、
清
瀬
市
、
稲

城
市
、
武
蔵
村
山
市
、
あ
き
る
野

市
の
７
団
体
で
す
。

注
１　

自
治
体
の
歳
入
の
う
ち
、
市
税
な

ど
経
常
的
に
収
入
が
あ
る
額
と
人
件
費
や

扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
経
常
的
に
支
出
し
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な
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と

　

昔
か
ら
国
立
市
に
お
住
ま
い
の

方
は
、
大
雨
の
後
、
大
学
通
り
や

東
地
域
が
た
び
た
び
雨
で
あ
ふ
れ

た
様
子
を
ご
記
憶
の
方
も
い
ら
っ

し
ゃ
る
か
と
思
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
長
年
、
市
の
大
き
な
課
題
は

下
水
道
事
業
の
整
備
に
あ
り
ま
し

た
。

　

現
在
、
国
立
市
の
多
く
の
地
区

の
雨
水
、
汚
水
は
公
共
下
水
道
管

を
通
じ
、
東
京
都
が
管
理
す
る
流

域
下
水
道
管
に
つ
な
が
り
、
東
京

都
の
施
設
で
あ
る
北
多
摩
二
号
水

再
生
セ
ン
タ
ー
で
処
理
さ
れ
て
い

ま
す
。
下
水
道
は
、１
９
８
９（
平

成
元
）年
の
北
多
摩
二
号
水
再
生

セ
ン
タ
ー
開
設
に
伴
い
、
供
用
が

開
始
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
国
立
市

で
は
こ
の
こ
ろ
に
集
中
的
に
下
水

道
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

　

下
水
道
の
整
備
に
は
莫
大
な
費

用
が
掛
か
り
ま
す
。
当
然
そ
の
年

度
の
収
入
の
み
で
整
備
す
る
こ
と

は
で
き
ず
、
ま
た
便
益
が
長
い
期

間
に
わ
た
る
た
め
、　

年
を
借
入

３０

期
間
と
す
る
、多
く
の
地
方
債（
借

金
）を
借
り
る
こ
と
に
よ
り
、そ
の

　

国
立
市
の
財
政
状
況
を
厳
し
く

し
た
要
因
は
い
く
つ
か
あ
り
ま
す

が
、主
な
も
の
を
ま
と
め
ま
し
た
。

①
下
水
道
事
業
の
元
利
償
還
の
ピ

ー
ク
と
地
方
財
政
全
体
の
急
速

な
絞
り
込
み
の
時
期
が
一
緒
に

税
は
別
と
し
て
、
地
方
自
治
体
全

体
で
見
た
場
合
、
国
か
ら
の
補
助

負
担
金
が
削
減
さ
れ
、
そ
の
分
が

税
を
移
譲
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
賄

わ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

税
源
移
譲
は
、２
０
０
７（
平
成

　

）年
度
に
行
わ
れ
ま
し
た
が
、そ

１９の
中
身
は
、
所
得
の　

万
円
未
満

２００

の
部
分
３
％
、　

万
円
以
上　

万

２００

７００

円
未
満
の
部
分
８
％
、　

万
円
以

７００

上
の
部
分　

％
を
税
率
と
す
る
超

１０

過
累
進
税
率
制
度
か
ら
、
一
律
に

所
得
の
６
％
を
税
率
と
す
る
定
率

税
率
制
度
へ
の
変
更
で
し
た
。（
地

方
自
治
体
に
と
っ
て
増
収
と
な
る

分
は
国
税
で
あ
る
所
得
税
で
減
税

と
な
っ
た
た
め
、
納
税
者
一
人
ひ

と
り
の
税
負
担
は
理
論
上
同
じ
と

い
う
制
度
に
設
計
さ
れ
て
い
ま

す
）

　

た
だ
、
こ
の
税
率
変
更
で
は
、

市
民
全
体
の
所
得
に
占
め
る
税
金

の
割
合
が
６
％
を
超
え
て
い
る
自

治
体
は
減
収
に
な
り
ま
す
。
所
得

水
準
の
高
い
方
が
多
く
い
る
、
主

に
都
市
部
の
一
部
の
自
治
体
が
該

当
し
ま
す
。
国
立
市
は
所
得
の
高

い
方
の
割
合
が
高
か
っ
た
た
め

に
、
こ
れ
に
該
当
し
ま
し
た
。
全

国
的
に
捉
え
る
と
、
税
源
の
豊
か

な
と
こ
ろ
か
ら
乏
し
い
と
こ
ろ
へ

の
移
転
が
行
わ
れ
た
こ
と
に
な
り

ま
す
。
高
所
得
層
は
都
市
部
に
多

く
、
こ
れ
ま
で
都
市
部
に
偏
っ
て

い
た
税
源
を
地
方
に
配
分
す
る
こ

と
で
「
税
源
偏
在
の
是
正
」
と
い

う
点
か
ら
社
会
的
公
正
が
図
ら
れ

る
と
い
う
面
は
あ
り
ま
す
。
し
か

し
、
国
立
市
の
財
政
に
と
っ
て
は

厳
し
い
結
果
で
す
。
国
立
市
は
、

国
庫
補
助
負
担
金
の
穴
埋
め
と
な

る
べ
く
税
源
移
譲
が
逆
に
マ
イ
ナ

ス
と
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
三
位

一
体
の
改
革
に
よ
り
、
国
庫
補
助

負
担
金
の
減
額
と
地
方
税
収
入
の

減
額
と
い
う
二
重
の
財
政
的
負
荷

が
か
か
っ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

③
義
務
的
経
費
・
繰
出
金
が
右
肩

上
が
り
に
増
加
し
て
い
る
こ
と

（
図
参
照
）

　

自
治
体
の
歳
出
の
う
ち
、
人
件

費
・
扶
助
費（
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
掛

か
る
費
用
）・
公
債
費（
借
金
の
返

済
）を
義
務
的
経
費
と
言
い
ま
す
。

こ
れ
ら
は
歳
出
の
中
で
固
定
的
な

経
費
と
し
て
支
出
し
な
く
て
は
い

け
な
い
費
用
と
な
り
ま
す
。
自
治

体
の
歳
出
に
占
め
る
こ
れ
ら
の
経

費
の
割
合
が
増
加
す
る
と
、
財
政

の
硬
直
化
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　

こ
れ
に
加
え
、
国
立
市
で
は
、

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
や
下
水

道
事
業
特
別
会
計
な
ど
の
特
別
会

計
へ
の
繰
出
金
が
重
い
負
担
と
な

っ
て
い
ま
す
。
図
は
人
件
費
・
扶

助
費
・
繰
出
金
・
公
債
費
が
１
９

９
４（
平
成
６
）年
度
か
ら
ど
の
よ

う
に
推
移
し
て
き
た
の
か
を
表
し

て
い
ま
す
。

　

図
の
棒
グ
ラ
フ
が
総
額
を
示
し

て
い
ま
す
が
、
全
体
と
し
て
は
右

肩
上
が
り
で
推
移
し
て
い
る
の
が

分
か
り
ま
す
。
２
０
０
０（
平
成

　

）年
度
か
ら
数
年
間
の
よ
う
に
、

１２人
件
費
・
公
債
費
の
減
少
、
扶
助

費
・
繰
出
金
の
伸
び
の
鈍
化
に
よ

り
、
一
時
的
に
伸
び
な
い
期
間
も

あ
り
ま
し
た
が
、以
降
は
扶
助
費
、

繰
出
金
の
伸
び
が
大
き
く
、
棒
グ

ラ
フ
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

１
９
９
４（
平
成
６
）年
度
に　

億
１１３

９
千
万
円
だ
っ
た
額
は
、
２
０
０

９（
平
成　

）年
度
に
は　

億
２
千

２１

１６１

万
円
程
度
と
、　

・
５
％
の
増
加

４１

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

長
年
言
わ
れ
続
け
て
い
ま
す

が
、
少
子
高
齢
社
会
に
よ
り
、
扶

助
費
や
、
医
療
費
で
あ
る
国
民
健

康
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
、
介

護
費
で
あ
る
介
護
保
険
に
対
す
る

繰
出
金
は
伸
び
て
い
く
こ
と
が
見

込
ま
れ
ま
す
。歳
出
を
見
直
す
か
、

歳
入
の
確
保
に
努
め
る
か
、
何
ら

か
の
対
応
が
必
要
な
状
況
に
あ
り

ま
す
。

 　

こ
の
よ
う
な
国
立
市
の
財
政
状

況
を
分
析
す
る
た
め
に
は
ど
の
よ

う
な
方
法
が
あ
る
の
で
し
ょ
う

か
。
近
年
注
目
さ
れ
て
い
る
の
が

「
決
算
カ
ー
ド
」
を
用
い
た
分
析

で
す
。
新
聞
報
道
等
で
も
報
道
さ

財
政
を
考
え
る
た
め

財
政
を
考
え
る
た
め
にに

は
ど
う
し
た
ら
よ
い

は
ど
う
し
た
ら
よ
い
のの

で
し
ょ
う
か
？

で
し
ょ
う
か
？　
　
　

れ
て
い
る
「
市
民
に
よ
る
○
○
市

の
財
政
白
書
」
は
、
こ
れ
を
用
い

た
も
の
が
大
多
数
で
す
。
決
算
カ

ー
ド
の
基
と
な
る
デ
ー
タ
は
、「
地

方
財
政
状
況
調
査（
通
称「
決
算
統

計
」）」
と
い
う
総
務
省
が
地
方
自

治
体
に
対
し
行
う
決
算
の
調
査

で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
が
回
答

と
し
て
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

　

各
自
治
体
は
法
の
範
囲
内
で
、

そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
の
判
断
に
よ
っ

て
歳
出
の
科
目
な
ど
を
分
類
し
て

財
政
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
予
算
書
な
ど
、
そ
れ
ぞ

れ
の
団
体
の
公
表
資
料
の
比
較
で

は
、
分
類
基
準
が
異
な
り
、
正
確

な
比
較
が
で
き
な
い
も
の
と
な
り

ま
す
。

　

決
算
統
計
は
、
総
務
省
が
示
す

作
成
要
領
に
基
づ
き
各
自
治
体
が

分
類
し
、
決
算
を
ま
と
め
て
い
ま

す
。
分
類
基
準
が
同
じ
で
あ
る
た

め
、
比
較
に
適
し
て
い
ま
す
。
決

算
統
計
の
調
査
は
、　

ペ
ー
ジ
に

６６

及
ぶ
も
の
で
す
が
、
こ
の
中
の
主

要
な
数
値
を
ま
と
め
た
も
の
が

「
決
算
カ
ー
ド
」
に
な
り
ま
す
。

市
や
都
、
国
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
さ
れ
て
い
る
た
め
、
ど
こ
の

自
治
体
の
も
の
で
も
簡
単
に
入
手

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
各
自
治
体
で
は
、
決
算

カ
ー
ド
だ
け
で
は
な
く
、
地
方
財

政
状
況
調
査
の
調
査
表
を
や
り
取

り
し
、
近
隣
市
と
の
比
較
な
ど
、

財
政
状
況
の
分
析
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　

決
算
統
計
を
用
い
た
他
市
と
の

比
較
に
つ
い
て
は
、　

月
５
日
号

１１

で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

ご
自
身
で
財
政
状
況
を
分
析
さ

れ
た
い
方
、
財
政
に
つ
い
て
ご
不

明
な
点
や
ご
質
問
等
が
あ
り
ま
し

た
ら
、
係
ま
で
お
気
軽
に
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

費
用
を
工
面
し

て
き
ま
し
た
。

１
９
８
９（
平

成
元
）年
ご
ろ

の
利
率
は
バ
ブ

ル
期
と
い
う
こ

と
も
あ
り
、
非

常
に
高
い
利
率

で
し
た
が
、
こ

の
時
期
に
多
額

の
借
金
を
し
て

い
ま
す
。結
果
、

近
年
は
多
額
の

元
利
償
還
金
が

必
要
な
期
間
が

続
く
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

　

元
利
償
還
が

厳
し
い
ち
ょ
う
ど
こ
の
時
期
、
国

は
地
方
財
政
全
体
の
絞
り
込
み
を

行
い
ま
し
た
。
２
０
０
１（
平
成

　

）年
に
普
通
地
方
交
付
税
の
交

１３付
額
を
、
地
方
が
借
金
し
て
工
面

す
る
臨
時
財
政
対
策
債
の
振
替
制

度
を
導
入
し
、
以
降
三
位
一
体
の

改
革
に
お
い
て
、
普
通
地
方
交
付

税
の
算
定
方
法
の
簡
素
化
と
と
も

に
、
総
額
抑
制
を
行
い
ま
し
た
。

　

国
立
市
に
と
っ
て
は
、
下
水
道

債
の
元
利
償
還
が
一
番
厳
し
い
時

期
に
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
額
が

縮
小
さ
れ
る
結
果
と
な
っ
た
こ
と

が
、
財
政
状
況
を
厳
し
く
す
る
要

因
の
一
つ
と
な
り
ま
し
た
。

②
三
位
一
体
の
改
革
に
よ
る
国
庫

補
助
負
担
金
の
減
額
と
税
源
移

譲
の
増
額
が
釣
り
合
わ
な
か
っ

た
こ
と

　

２
０
０
４（
平
成　

）年
度
か
ら

１６

２
０
０
６（
平
成　

）年
度
に
か
け

１８

て
、
い
わ
ゆ
る
「
三
位
一
体
の
改

革
」（
国
と
地
方
の
政
府
間
財
政
調

整
機
能
で
あ
る
、
国
庫
補
助
金
、

税
源
配
分
、
地
方
交
付
税
制
度
を

一
体
と
し
て
改
革
す
る
も
の
）が

制
度
化
さ
れ
ま
し
た
。
地
方
交
付

義務的経費・繰出金歳出額の推移
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国立市の財政状況を
　　　厳しくしたワケは？
①下水道事業の元利償還が一番厳し
い時期に、国が地方財政全体の絞
り込みを行い、国から交付される額が縮小される結
果となってしまったこと。
②三位一体の改革によって行われた、国庫補助負担金
の減額と、それに見合うように地方税を増額すると
いう制度変更が、国立市にとっては、どちらも減額
という結果になってしまったこと。
③図のとおり扶助費（福祉サービスに掛かる費用）の増
加や、国保や下水道などの特別会計への繰出金の伸
びが大きく、右肩上がりに歳出額が伸びていること。

　

２
月
に『
財
政
白
書
２
０
１
０
』

を
作
成
し
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
状

況
の
推
移
や
多
摩　

市
で
の
比
較

２６

な
ど
を
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

財
政
白
書
を
簡
単
に
ま
と
め
た
内

容
に
つ
い
て
は
市
報
４
月
５
日
号

で
お
伝
え
し
て
い
ま
す
が
、
国
立

市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
も
う
少

し
詳
し
い
内
容
を
今
号
と　

月
５

１１

日
号
の
２
回
に
分
け
て
お
伝
え
し

ま
す
。

政
策
経
営
課
財
政
係

国
立
市
の
財
政
状
況

国
立
市
の
財
政
状
況
をを

厳
し
く
し
た
要
因
は

厳
し
く
し
た
要
因
は
何何

で
し
ょ
う
か
？

で
し
ょ
う
か
？　
　
　

？どどううししてて

国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市ののののののののののののののののののののの財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政国立市の財政をををををををををををををををををををををを
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〈広告欄〉

平
成　

年
度
決
算
を
用
い
ま
し

た
　

類
似
団
体
略
称
類
団

と
は

人
口

と

産
業
構
造

を
基

に
市
町
村
を
類
型
化
し
た
も
の

で

同
じ
類
型
の
団
体
と
比
較
す

る
こ
と
に
よ
り

同
じ
規
模
の
市

の
状
況
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す

多
摩　

市
の
う
ち
で
国
立

市
と
同
じ
位
置
付
け
の
市
は

福

生
市

狛
江
市

東
大
和
市

清

瀬
市

稲
城
市

武
蔵
村
山
市

あ
き
る
野
市
の

団
体
で
す

 　

市
税
の
う
ち

個
人
市
民
税
の

割
合
が
他
市
と
比
較
す
る
と
高
い

こ
と
が
特
徴
の
一
つ
で
す
多
摩

　

市
中

番
目
の
高
水
準
で
す

平
成　

年
度
は
市
税

収
入
の　

％
を
占
め
る
国
立
市
の

.

中
心
的
な
税
で
す

　

市
民
一
人
当
た
り
の
個
人
市
民

税
が
高
い
と
い
う
こ
と
は

国
立

市
に
は
所
得
水
準
の
高
い
方
が
多

く
住
ん
で
い
る
と
い
う
こ
と
に
な

り
ま
す

く
に
た
ち

と
い
う
名

前
の
持
つ
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ

ジ
の

影
響
も
考
え
ら
れ
ま
す
が

所
得

水
準
の
高
い
世
代
の
退
職
や
給
与

所
得
の
減
少
傾
向
な
ど
に
よ
り

近
年
個
人
市
民
税
収
入
は
大
き
く

減
少
し
て
い
ま
す

国
立
の
ブ
ラ

ン
ド
イ
メ

ジ
を
発
展
さ
せ

さ

ま
ざ
ま
な
世
代
に
と

て
住
み
や

す
い
街
に
し
て
い
く
施
策
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す

 　

性
質
別
分
類
と
は

人
件
費
や

歳
入
で
は
ど
の
よ
う
な

歳
入
で
は
ど
の
よ
う
な 

特
徴
が
あ
る
の
で
し

特
徴
が
あ
る
の
で
し

うう

か
？
図

か
？
図

歳
出
の
性
質
別
分
類
で

歳
出
の
性
質
別
分
類
で
はは

ど
の
よ
う
な
特
徴
が
あ

ど
の
よ
う
な
特
徴
が
あ
るる

の
で
し

う
か
？
図

の
で
し

う
か
？
図

 　

決
算
の
比
較
に
は

地
方
財
政

状
況
調
査
通
称
決
算
統
計

の

デ

タ
を
基
に

よ
り
身
近
に
感

じ
ら
れ
る
人
口
住
民
基
本
台
帳

一
人
あ
た
り
の
値
を
用
い
て
い
ま

す

決
算
額
は
財
政
白
書
作
成
時

点
で
公
表
さ
れ
て
い
た

ど
の
よ
う
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「やめよう！
ポイ捨て
喫煙マナー」

多摩 市と比較した財政状多摩 市と比較した財政状況況（ （平成（ （平成 ）年度決算））年度決算）

▲市報の有料広告募集中！（市内全戸約 万部発行。 枠 , 円。）　申込・問い合わせ　秘書広報課広報担当
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（円） 多摩 26 市で３番目に高い値です。市税収入の 48.3％

を占める国立市の中心的な税です。
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図 　個人市民税（住民基本台帳人口 人当たり）
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52,09452,094

79,82979,829
69,02369,023

（円） 多摩 26 市で 3 番目に高い値です。国立市はここ数年、
団塊世代の退職手当の規模が大きく人件費の数値を押
し上げています。

61,96861,968

62,05562,055

図 　人件費（住民基本台帳人口 人当たり）
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多摩 26 市で 2 番目に高い値です。人口に対して、議
員数が多いことと議員 1 人当たりの報酬額が高いこと
によります。

（円）
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図 　議会費（住民基本台帳人口 人当たり）
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（２６市各総額及び１人当たりの額） （単位：円）

市　　　　名
赤字補てん
繰出金

被保険者１人
当たりの額

順位
年 度 平 均
被 保 険 者 数

区分

八 王 子 市 7,370,326,107 45,852 2 160,742人

立 川 市 2,222,777,291 42,822 7 51,907人

武 蔵 野 市 1,128,805,660 31,288 20 36,078人

三 鷹 市 2,169,000,000 44,908 3 48,299人

青 梅 市 1,785,421,000 43,765 5 40,796人

府 中 市 2,573,343,000 39,071 14 65,864人

昭 島 市 1,322,859,000 39,224 13 33,726人

調 布 市 2,582,646,000 43,646 6 59,173人

町 田 市 5,384,855,945 44,854 4 120,052人

小 金 井 市 885,316,000 31,267 21 28,315人

小 平 市 1,677,931,180 34,337 18 48,867人

日 野 市 1,887,403,862 40,573 11 46,519人

東 村 山 市 1,712,844,394 38,842 15 44,098人

国 分 寺 市 1,120,460,000 37,392 16 29,965人

西 東 京 市 2,242,572,000 40,999 9 54,698人

福 生 市 610,501,000 30,422 23 20,068人 類団

狛 江 市 719,718,804 32,155 19 22,383人 類団

東 大 和 市 712,347,000 27,764 24 25,657人 類団

清 瀬 市 700,000,000 30,841 22 22,697人 類団

東 久 留 米 市 700,000,000 19,572 26 35,765人

武 蔵 村 山 市 1,033,818,000 41,525 8 24,896人 類団

多 摩 市 1,551,384,000 36,773 17 42,188人

稲 城 市 854,933,726 40,036 12 21,354人 類団

羽 村 市 877,174,520 50,669 1 17,312人

あ き る 野 市 550,000,000 21,683 25 25,365人 類団

国 立 市 845,492,744 40,606 10 20,822人

国立市を除 く多摩 ２ ５ 市平均 A 37,211 45,071人

国 立 市 を 除 く 類 団 7 市 平 均 B 32,061 23,203人 類団

Ａの１人当たり額×国立市被保険者数 774,810,622 37,211 (20,822人)

Ｂの１人当たり額×国立市被保険者数 667,573,431 32,061 (20,822人) 類団

注2)赤字補てん額は、平成23年度最終予算案で10.2億円、平成24年度予算案で10.7億円と増加傾向にある。

26市別国民健康保険特別会計に対する一般会計からの赤字補てん(平成22年度)

注1)赤字補てんの額は、平成20年度：7.3億円、21年度：9.1億円と増加したが、平成22年度は8.5億円に減少し
た。このことは、平成22年度の国保会計の歳入において、国保税徴収率向上(＋58百万円)や経営改善努力に
よる国・都支出金　118百万円（※臨時的な収入）があったことによる。



濃いアミかけは類似団体

（人） (千円） (千円） （％）

　八王子市 562,941 4,267,373 7,580 28.7

　立川市 178,492 1,759,500 9,858 79.2

　武蔵野市 138,340 867,000 6,267 99.5

　三鷹市 179,533 989,744 5,513 90.2

　青梅市 139,941 1,997,529 14,274 12.7

　府中市 251,037 1,484,000 5,911 97.2

　昭島市 113,628 472,500 4,158 37.7

　調布市 221,811 987,040 4,450 92.9

　町田市 424,951 2,603,000 6,125 43.3

　小金井市 115,625 437,531 3,784 100.0

　小平市 183,437 1,958,000 10,674 72.5

　日野市 177,772 2,065,974 11,621 26.2

市　名
全体人口 繰  出  金

一人当たり
繰出金

雨水整備
状況

26市別 下水道事業特別会計に対する一般会計からの繰出金(平成22年度)

　東村山市 153,433 1,258,885 8,205 5.9

　国分寺市 117,371 2,526,068 21,522 99.1

　国立市 74,432 1,484,231 19,941 94.2
　福生市 59,891 280,000 4,675 29.1

　狛江市 76,884 574,000 7,466 89.6

　東大和市 84,442 489,509 5,797 0.0

　清瀬市 73,974 111,611 1,509 0.0

　東久留米市 116,390 1,102,072 9,469 12.7

　武蔵村山市 71,625 324,396 4,529 2.6

　多摩市 147,171 258,932 1,759 97.3

　稲城市 85,005 545,000 6,411 24.8

　羽村市 57,579 648,728 11,267 51.2

　あきる野市 81,808 1,042,964 12,749 0.0

　西東京市 197,652 1,877,000 9,496 2.8

26　市　平　均 157,122 1,246,638 8,270 49.6

国立市を除く
25市平均 A

160,429 1,237,134 7,803 47.8

Aの１人当たり
×国立市人口 74,432 580,782 7,803 47.8

国立市を除く
類団7市平均 B

76,233 481,069 6 162 20.9

国立市と同規模にそろえて

比較すると、類団他市平均

では 国立市より一般会計

国立市と同規模にそろえて

比較すると、多摩25市平均

では、国立市より一般会計

からの繰出金が９億円以上

少ないことが分かる。

類団7市平均 B
76,233 481,069 6,162 20.9

Bの１人当たり
×国立市人口 74,432 458,673 6,162 20.9

では、国立市より一般会計

からの繰出金が１０億円以

上少ないことが分かる。



予算特別委員会資料№46
平 成 24 年 3 月 9 日

２６市別財政調整基金残高調べ
（平成24年2月27日現在） （単位：千円、％）

22年度末残高 23年度当初予算 23年度末残高 24年度当初予算 24年度当初予算計上額

に占める割合 (見込み） に占める割合 増減額 増減率 （財政調整基金繰入金）

八王子市 10,072,881 5.4 7,723,018 4.3 -2,349,863 -23.3 1,500,000

立 川 市 5,065,841 7.6 4,768,915 7.1 -296,926 -5.9 0

武蔵野市 6,078,267 10.7 6,085,371 10.9 7,104 0.1 0

三 鷹 市 3,695,184 5.7 2,869,379 4.3 -825,805 -22.3 303,258

青 梅 市 2,120,133 4.2 1,528,326 3.1 -591,807 -27.9 0

府 中 市 4,431,215 5.0 4,419,828 4.9 -11,387 -0.3 203,000

昭 島 市 2,555,598 6.7 2,573,681 6.8 18,083 0.7 700,000

調 布 市 4,363,715 5.7 4,361,248 5.7 -2,467 -0.1 1,100,000

町 田 市 7,079,472 5.0 6,974,964 5.1 -104,508 -1.5 3,426,777

小金井市 2,537,387 6.8 1,612,172 4.4 -925,215 -36.5 840,000

小 平 市 2,759,489 4.7 2,357,306 4.2 -402,183 -14.6 1,100,000

日 野 市 3,163,109 5.9 2,658,168 5.1 -504,941 -16.0 260,701

東村山市 2,991,606 6.2 2,181,013 4.6 -810,593 -27.1 0

国分寺市 720,547 1.9 2,023,627 5.2 1,303,080 180.8 0

国 立 市 1,203,806 4.7 1,053,442 3.9 -150,364 -12.5 620,000

福 生 市 1,641,844 7.6 1,642,328 7.4 484 0.0 0

狛 江 市 316,435 1.3 643,909 2.6 327,474 103.5 0

東大和市 1,763,494 6.5 1,542,374 5.7 -221,120 -12.5 283,416

清 瀬 市 1,076,604 4.0 870,810 3.5 -205,794 -19.1 300,100

東久留米市 1,268,113 3.3 1,308,795 3.5 40,682 3.2 766,000

武蔵村山市 799,032 3.0 569,292 2.2 -229,740 -28.8 1

多 摩 市 1,402,194 2.8 1,203,007 2.5 -199,187 -14.2 200,000

稲 城 市 4,041,959 13.0 3,784,730 11.7 -257,229 -6.4 553,294

羽 村 市 1,645,434 8.0 2,019,210 10.2 373,776 22.7 758,327

あきる野市 774,900 2.5 933,158 3.1 158,258 20.4 1

西東京市 4,162,571 6.1 3,313,596 5.0 -848,975 -20.4 1,988,000

年度末残高比較
市　　名



「三位一体の改革（さんみいったいのかいかく）」の国立市への影響額

１６年度 合計

(対H15)　※注1 決定額 (対H16)　※注1 決定額 (対H17)　※注1 決定額 (対H18)　※注1 (対H15)

▲ 129 0 0 0 ▲ 129
(不交付団体へ)

▲ 148 ▲ 32 ▲ 143 0 ▲ 323
H18と
同水準

地　方　交　付　税
　　　　　　　　　　※注2

「三位一体の改革」は、平成16～19年度に実施された国と地方公共団体に関する行財政システムに関する3つの一体的な改革。
　内容は、(1)国庫補助負担金の廃止・縮減、(2)税財源の移譲、(3)地方交付税(臨時財政対策債を含む)　について、一体的な見直しを行ったもの。
　国全体の規模は、(1)国庫補助負担金の廃止・縮減 ▲4.7兆円、(2)税財源の移譲 ＋3兆円、(3)地方交付税(臨時財政対策債を含む) ▲5.1兆円とされた。

(単位：百万円)

1７年度 １８年度 １９年度

国 ( 都 ) 補 助 負 担 金
の 一 般 財 源 化 ・ ・

・ ・ ※ 当 初 予 算 ベ ー ス ・ ・ ・

国▲19 国 ▲172

都 +29
国▲105

H16～H18の額

東京都 ＋20億円（国立市民
の住民税から）

税 源 移 譲
・ ( 所 得 税 → 住 民 税 ) ・

▲ 140 ▲ 140 ▲ 140

合　　計  ※注3 ▲ 277 ▲ 32 ▲ 143 ▲ 140 ▲ 592

▲ 417 ▲ 257 ▲ 70 ▲ 71 ▲ 815
(発行可能額 1,091) 834 ←　(発行可能額) 764 ←　(発行可能額 ) 693 ←(発行可能額 )

暫 定 的 な 税 源 移 譲
・ ( 所 得 譲 与 税 ) ※ 注 5

120 254 134 267 13 0 ▲ 267 0

※注1) 平成16～19年度影響額は対前年比較、合計は対平成15年度比較

※注2) 普通交付税 ･ 平成15年度交付額 129百万円→16年度以降不交付

※注3) 合計は、
　  　 ①地方交付税の削減
　　　 ②平成16・17・18年度に実施された国庫(都)補助負担金の一般財源化　(国庫補助負担金の削減は、当初予算ベース)
　  　 ③平成19年度の税源移譲 (住民税のフラット化の税務課試算) を加味した見込み

※注5) 所得譲与税は、本格的な税源移譲までの暫定措置として交付され、平成19年度に廃止となった。

臨 時 財 政 対 策 債
　　　　　　　　　　※注4

※注4) 地方交付税削減と同時に、臨時財政対策債の発行可能額も縮小となり、多くの地方公共団体において予算編成が非常に困難となった。
　( 国立市の発行可能額は、平成15年度 1,508百万円→16年度 1,091百万円→17年度 834百万円→18年度 764百万円→19年度 694百万円)

住民税のフラット化

（制度廃止）

の住民税から）
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